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1918 ～ 19 年の実業講習録シリーズ
このシリーズの科目構成は前年と同一である。また「書翰習字」は好評だったようで，ひき
つづき附録提供されている （27）。
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1921 ～ 22 年と 1922 ～ 23 年の実業講習録シリーズ




















なお，1922 年 1 月 10 日に，帝国実業講習会総裁だった大隈が死去したため，増田に慫慂され，
副総裁だった渋沢が 2 月に総裁に就任している（『渋沢資料㊹』: 569 頁，渋沢栄一 1923b: 19 頁，
同 1923c: 1 頁）。




























これをもって，1923 年 3 月に，「創立拾周年」の「春期新学期」が開始される （34）。
渋沢栄一の『実践商業道徳講話』の位置づけ
1923 〜 24 年の新版『実業講習録』シリーズは，1923 年 3 月から刊行されはじめる。各月 1 日・








講の辞」とともに，雑誌版第 1 号に掲載されたと思われる（後出注 44 を参照）。
ところが，後述する震災後再刊時の同誌目次裏広告 （35）では，『商業道徳講話』は，全 24 科目
中 22 番目に置かれている。後年の広告中一覧でも，渋沢の『実践道徳』は，全 32 科目中 31
番目に置かれている （36）。
おそらく，このときの改訂版シリーズが完結してあらためて
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であり，その後，この講習録を単行本化
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・体系化したときの








確認できたかぎりにおいて，『実業之日本』第 30 巻第 18 号に掲載されている広告までは，





















いる。講習録シリーズは，1913 〜 14 年の創刊以来，年々改正が加えられ，教則本の体系的配
列へと進化し，1923 年の改訂によって実務性・実用性が高められ，さらに 1928 年の改訂によっ
て，学修レベルの引き上げが図られたのである。






































あり，『博物』中に大正 13 年の統計が記されており，星野の『商品学』中で 1926 年の統計が
引用されており，依田の『商店実務』中で 1925 年の統計が用いられているので，これらの号も，
1928 年シリーズにおいて新たに制作されたものであろう。
翌 1929 年になると，前年の 32 科目に「科外講義」と「名士訓話」が加えられ，全 34 科目



























いる 1929 年版において追加され，このときはじめて登場している。こうして，この 12 冊は，





目は，雑誌版では第 1 号から第 11 号まで連載され，完結後，第 13 号に目次と扉（表紙）が掲





増田義一『実業青年の修養』（雑誌版第 1 〜 18 号）
内池廉吉『商事要項』（雑誌版第 1 〜 24 号）
星野太郎『商品学』（雑誌版第 1 〜 15 号）
依田信太郎『商店実務』（雑誌版第 1 〜 11 号）
末松直次「博物第一篇 植物学」（雑誌版第 1 〜 3 号）
宮下孝雄「（科外講話）ポスターの研究」（雑誌版第 1 号）
松宮三郎「（科外講話）売出しの新研究」（雑誌版第 2 〜 3 号）
杉山令吉『商業文』（雑誌版第 4 〜 19 号）
志水数雄「（科外講話）店頭お客応接法の研究」（雑誌版第 4 〜 5 号）
雨宮育作「博物第二篇 動物学」（雑誌版第 4 〜 5 号）
柳楽健治『商業算術』（雑誌版第 6 〜 24 号）
野村兼太郎『商業史』（雑誌版第 6 〜 24 号）
橋田邦彦「博物第三篇 生理衛生」（雑誌版第 6 〜 12 号）
青木利三郎「（科外講話）科学的荷造法」（雑誌版第 6 〜 7 号）
国松豊「（科外講話）科学的管理法の話」（雑誌版第 10 〜 12 号）
鈴木醇「博物第四篇 鉱物学」（雑誌版第 12 〜 14 号）
三潴信三『法制講話』（雑誌版第 13 〜 21 号）
山中民一『ヰンドウ陳列法』（雑誌版第 13 〜 22 号）
増地庸治郞「（科外講話）社債の話」（雑誌版第 13 〜 14 号）
山口茂「（科外講話）景気循環の話」（雑誌版第 15 〜 17 号）
渋沢栄一『実践商業道徳講話』（雑誌版第 19 〜 24 号）














が――，1923 年初出の渋沢の『講話』は，1929 〜 30 年版にいたるまで，とくに改訂されてい
ないようにみうけられる。1929 〜 30 年頃においてもなお渋沢は旺盛な著述（口述筆記）活動















174 号（1902 年 11 月）から第 184 号（1903 年 9 月）まで連載して以降は――途中一〜二号ほ
ど間が空くことはあっても――ほぼ毎号寄稿しており，第 219 号（1906 年 8 月）から第 426






践商業道徳講話』が語られた 1923 年である。『龍門雑誌』第 422 号が，この年の 7 月 25 日付
で刊行されたあと，第 423 号は 12 月 25 日付で刊行されており，雑誌そのものが五カ月間休刊
したのである。
これは関東大震災の影響である。この年の 9 月 1 日 11 時 58 分に発生した大地震のため，『龍
門雑誌』8 月号が刊行できなくなり，その後もしばらくのあいだ休刊を余儀なくされたのであ









門雑誌』第 422 号（1923 年 7 月号）に掲載されており，そこには，「本篇は『実業講習録』に
掲載せるものなり」と付記されている （44）（渋沢栄一 1923b: 19 頁）。したがって，渋沢のこの講
話（のうち，すくなくとも『龍門雑誌』に掲載されている部分）は，すでに 7 月以前に刊行さ
れていたはずである。3 月に刊行が開始された実業講習録シリーズは，7 月末までに 10 冊が刊











彼は，元日に語った「意見筆記」を，1 月 15 日に修正している。彼は，朝食後ただちにこ
の原稿修正に取りかかり，夕方脱稿し，郵送しているから，要するに，この仕事に丸一日を費
やしたのである。このように彼が脱稿を急いだことは，前掲の『実業之日本』第 25 巻第 24 号
目次裏広告において，『実践商業道徳講話』が実業講習録新シリーズの冒頭に掲げられていた
ことと符合する。彼は，3 月 1 日発行予定の『実業講習録』第 1 号の発送（開講）に間に合わ
せるために一日を潰したのである。
こうした経緯からみて，渋沢の『実践商業道徳講話』は，独学する職業青年の能力涵養のた


















以上のように，この『講話』は，1923 年 1 月 1 日に語られ，筆記され，1 月 15 日に渋沢によっ
て入念に修正され，その第一回分は，3 月 1 日に刊行されたはずの『実業講習録』第 1 号に収
録されて発送されたと推察される （47）。また，その内容の一部は『龍門雑誌』7 月号に掲載される。
しかし，9 月 1 日に発生した巨大地震は，この『実業講習録』シリーズの刊行計画に重大な
損失を与える。実業之日本社社屋は全焼し，『実業講習録』を含む四誌は休刊を余儀なくされ
る （48）。とくに『実業講習録』は，「製本から原版まで全部全焼」し，第 1 号から，このときす







こで同社はすみやかに再組版に着手し，第 1 号から第 6
号までは 11 月中に，第 7 号以下は 12 〜 1 月に刊行する
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ら引退した後も諸事多忙であること，また高齢（1 月 1 日現在で満 82 歳）であることから，
まず彼がテーマを設定してしゃべり，その速記録にもとづいて，実業之日本社の社員が原稿に




















について述べたい（渋沢栄一 1923c: 1 〜 2 頁）。







































































































































信用を来すのみならず，社会も多くの迷惑を受ける（前掲書 : 11 〜 12 頁）。
  （未完）
〔注〕
（21） 『東京朝日新聞』第 10257 号（1915 年 2 月 4 日付朝刊）広告（1 面）。
（22） 『東京朝日新聞』第 10775 号（1916 年 7 月 6 日付朝刊）広告（1 面）。
（23） 『東京朝日新聞』第 10784 号（1916 年 7 月 15 日付朝刊）6 面。
（24） 『東京朝日新聞』第 10834 号（1916 年 9 月 3 日付朝刊）広告（1 面）。
（25） 『東京朝日新聞』第 10960 号（1917 年 1 月 7 日付朝刊）広告（1 面），『実業之日本』第 20 巻第 9 号
（1917 年 4 月 15 日刊）広告（目次裏）。
（26） 『東京朝日新聞』第 10972 号（1917 年 1 月 19 日付朝刊）広告（1 面）。
（27） 『東京朝日新聞』第 11328 号（1918 年 1 月 10 日付朝刊）広告（1 面）。
（28） 『読売新聞』第 15011 号（1919 年 1 月 16 日付朝刊）6 面。
（29） 『東京朝日新聞』第 11690 号（1919 年 1 月 7 日付朝刊）広告（1 面）。
















（30） 『読売新聞』第 15125 号（1919 年 5 月 10 日付朝刊）7 面。
（31） 『東京朝日新聞』第 12058 号（1920 年 1 月 14 日付朝刊）広告（1 面）。
（32） 『東京朝日新聞』第 12453 号（1921 年 2 月 12 日付朝刊）広告（1 面），『実業之日本』第 25 巻第 18
号（1922 年 9 月 15 日刊）広告（目次裏）。
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（33） 『実業之日本』第 25 巻第 24 号（1922 年 12 月 15 日刊）広告（目次裏）。
（34） 『実業之日本』第 26 巻第 6 号（1923 年 3 月 15 日刊）広告（目次裏）。
（35）  たとえば『実業之日本』第 27 巻第 2 号（1924 年 1 月 15 日刊）広告（目次裏）。
（36） 『実業之日本』第 31 巻第 2 号（1928 年 1 月 15 日刊）23 頁。
（37） 『実業之日本』第 31 巻第 4 号（1928 年 2 月 15 日刊）42 〜 43 頁。
（38） 『東京朝日新聞』第 14963 号（1928 年 1 月 10 日付朝刊）広告（1 面）。
（39） 『東京朝日新聞』第 15537 号（1929 年 8 月 7 日付朝刊）広告（1 面）。


















（40） 『東京朝日新聞』第 16765 号（1932 年 12 月 27 日付朝刊）広告（10 面）。













健知 1997: 364 〜 389 頁，安彦正一 2002）。
（42）  　震災復興のための渋沢の献身的な取り組みについては詳細にまとめられている（渋沢史料館編刊 
2010）。
（43） 『龍門雑誌』第 423 号（1923 年 12 月）11 〜 22 頁。





者は，募集中の 1923 〜 24 年シリーズ（1923 年 3 月開講）の通信生であって，1923 年元日の時点で，
渋沢の眼前に受講者はひとりも存在しない。だから，渋沢は，これからこの講習を受講しようとす
る者を想定して
4 4 4 4
語っていることが明らかである。現実には














（45） 『読売新聞』第 19658 号（1931 年 11 月 12 日付朝刊）広告（2 面）。
（46） 『読売新聞』第 19955 号（1932 年 9 月 6 日付朝刊）広告（3 面）。
（47） 『実業之日本』第 31 巻第 6 号（1928 年 3 月 15 日刊）広告（35 頁）。
（48） 『実業之日本』第 26 巻第 18 号（1923 年 10 月 15 日刊）「社告」（153 頁）。
（49） 『実業之日本』第 26 巻第 19 号（1923 年 11 月 1 日刊）「社告」（147 頁）。ということは，地震当日（9
月 1 日）付で刊行された第 13 号はすでに発送されていたことを意味する。かりにこの日付通り 9
月 1 日に発送されたとして，地震発生は昼前なので，それ以前に発送作業は済んでいたのであろう。
ただし，無事に読者の許に届けられたものがどれだけあったのかは判然としない。
（50） 『実業之日本』第 26 巻第 20 号（1923 年 11 月 15 日刊）広告（目次裏）。













本稿は，平成 23 〜 25 年度科学研究費（基盤研究（C）），および平成 26 年度佛教大学特別
研究奨励費による研究成果の一部である。
  （のざき　としろう　公共政策学科）
  2015 年 4 月 13 日受理
